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ＧＭ
これは、今日の新聞で、ＧＭの方で国有化を優先し、クライスラーの方は、破産申請をしているという話です。
GMは、単独では、企業として立ち行かないから、何らかの融資を受けるしかないわけです。政府が要請しているリストラなどの最終案の様子見をしているところだと思います。
自動車産業は組合が非常に強い力を持っていて、特にGMは組合が強い。組合の合意が得られないと、リストラなどができないわけです。
組合が気にしているのは、ペンションの年金が続くかどうかです。これは相当難しいわけです。破産法を適用して、別口にして、前の法人が負っていた負債を清算するという形にしてしまえば消えてしまうわけです。政府の方もひそかにそれを進めている。労働組合の方はそれをやられると、大変なことになるわけです。労働組合としてもギリギリ倒産させない方向で妥協を試みているわけです。
人員削減の問題、工場閉鎖、ペンションの支払い額を減らすなどいずれにしてもそれは大変困難な交渉です。最終的には政府管理という形。この前もいったように、「企業が倒産した場合、企業の年金を政府がまるまる引き取って支払いを保証する」という制度があることはあるんですが、そのスキームをそのまま適用するかどうかと言うのは、ものすごく微妙なところがある。それをやると、政府のスキームそのものが壊れてしまう可能性があるからです。


オバマと１００日
どんどん進めていくオバマを「社会主義だ」と言って批判する声がアメリカでは結構ある。オバマは今日でちょうど政権１００日目です。新しい大統領が生まれて１００日間は批判をある程度差し控えるというか、御祝儀相場的な評価をするという伝統があるのですが、シビアな評論家はちょっと前から辛口の評論をしています。これが今日の新聞ですが、オバマ自身は「１００日目と９９日はこれっぱかしも変わらない」みたいなことを言ってる。一般社会は大雑把に言って．３分の２は評価している。
が、彼が次々と繰り出している政策が　当を得ているものか？　ということになると、相当疑問があるわけです
これは昨日の新聞、トリビューンで、三つの写真がここにのっています。目のところが切れてまして　これはルーズベルト、これはケネディー、もう一つは、レーガンです。
元大統領たちとオバマの仕事ぶりを比較している面白い記事になっています。
オバマは　ルーズベルトに擬して発言するということがこれまでもあります。実際におかれている状況が似ています。
世界恐慌の時のルーズベルトと比較すれば、ルーズベルトの方がはるかにシビアな状況に置かれていた。特に、その１００日間に次々といろんな法案を　議会で通した。ニューディール政策の法案１５本を一挙に通して　それまでのアメリカとは全然違うアメリカに導いたわけです。大統領と議会がうまくいっていなくて　議会から反発を食らいながらも、あらゆる法案を１００日間に、一挙に通していくというすごいことを彼はやったわけです。
「それと比較すると　オバマは比較にならない」という　先ほどの評価になるわけです。失業者の数も経済状況も恐慌の時代のほうがめちゃくちゃ酷い。ルーズベルトはほとんどワンマンショーとしてやった強い性格で、アメリカ人のこころを切り替えさせることができたわけです。
資料
米国経済白書０９・５・４
オバマがやろうとしていることが　うまくいくのかどうか。一つ一つを議会に通さないといけないわけですが、ものすごい障害にぶつかっています。最初に構想したオバマ人事が未完のままにいまも終わっている。議会の承認が得られないからです。
それだけでなく、オバマは　「超党派でやる」として共和党からも選んでいます。ところが、その共和党の人が拒否してそこが埋まらない。アメリカの議員は　党から離れた独自の投票行動をとれる。そこが日本と相当違うところです。こんどの場合　「こういう危機の時代には超党派で、アメリカにいいことを考えよう」と呼びかけても反対する。バリバリの共和党の眼からすれば、それは社会主義的な路線なわけで、反対するわけです
民主党の議員にも、オバマより右よりの議員が存在する。その人たちも支持しない。
彼の目玉の一つは、エコロジカル政策です。それが議会を通ってないんです
彼が表明しているいちばんの基盤の部分案が　そもそも通らないということがあるわけです。経済政策の中身一つ一つ問われるというのがこれからきます。



ガイトナー
この記事は、ガイトナーという　今の経済政策をとりしきっている人物のです。彼を批判する人が多い。どの意見が正しいのかよく分かりません。「規制をかけなければいけないはずなのに、彼がウォールストリートの金融業界の幹部たちと、非常に強い関係を持っているからできない」と書かれている。これ的なことは、ずーっと言われ続けてきています。彼は、ウォールストリート出身の人間ですから、その幹部たちと強い関係を持っているのは　彼にすれば当たり前のことです。
オバマ政権は、とりあえずアメリカ経済の破たんを防ぐために公的資金を銀行に注入することをこれまで行ってきたわけです。そういうときに　そのあたりが怪しいということになると、信用を失うことになるわけです。ニューズウィークの記事で、「ウォール街に沿った長官の政策は、金融大手を温存するだけである」というのがある。
これはさらにそのちょっと前のニューズウィークです。「巨額救済基金の意外な使い道」の記事です。
多額の公的資金がＡＩＧの役員のボーナスに使われたという後のことですが、金融機関から議案を通した議員たちに政治資金が流れていたスキャンダラスな話で、ほとんど汚職です。オバマの政治資金に自動車産業の労組から相当の金が流れていたみたいな話もありました。
これは、金融ビジネスという雑誌です。アメリカでもヨーロッパでも、公的資金を投じて金融機関を救うということが幅広く行われてきている。巨大銀行が国有化的な手段を取らないと危なくなる。中でも、ＡＩＧ救済は物議を醸しながら行われてきたわけです。なぜリーマンブラザーズはつぶして　ＡＩＧは助けたのか。それは、持っている不良債権の質と量が圧倒的に大きかったわけです。ＡＩＧをつぶすとアメリカ経済そのものが崩壊するということです。
ＡＩＧ救済は、第二次・第３次・第４次とされ、資金を入れるかわりに株を差し出す。事実上、国有化ということが進んでいるわけです。このあとどうするか。
本当に破たんさせて新生銀行みたいな方向に行くべきではないかという議論が今出ている。そういうことを　やらなければいけないような状況にまで来ています



報道
ついこないだ、G7の外務大臣と中央銀行総裁とが集まる会議が開かれました。
これは日経の記事なんですが、安心するような記事なんです。
これは次の日の、朝日の社説です。「それにしても、成果が見えない会議だった」「実際には米国の金融危機は今なお深刻な状況にあるではないか、」と言っています。両紙とも同じことを伝えているのですが。その評価が、まるっきり違うんですね。
これはニューズウィークの最新です。
３月・４月にアメリカの株が上がって、回復みたいなことが言われているんです。
ゴールドマンサックスの事業功績が相当良かったという話があります。ゴールドマンサックスも、「回復したので返します」ということを宣言したりしているんですが、実は、ゴールドマンサックスは、会計の決算期を変えて、１２月を外して１月から３月の決算だけを示した。だから、一見よくなったということがあるわけです。
また開示されてないものも相当あって、レベル２の資産というのがあって、それは取引実績ではなくて、過去の取引資産から推定した資産です。恣意的に価値判断しているわけです。
結局　「ゴールドマンサックスは、公的資金を入れられると政府の干渉みたいなことが要求されるので、それから逃れたいという一心で、操作をしたに違いない」と、言っているわけです。
日本のバブル崩壊の時点でおきた苦い経験。不良債権の抜本処理を先延ばしにしたばかりに失われた１０年。各企業・金融機関がシビアに自分の会社の状況を見たかどうか。見たようで　見ていなかったということが後々わかってくる。「もう大丈夫だ」というあとから　ぼろぼろ不良資産がでてくる。それが最大の時代の教訓です。
このバブル破裂のときと　今のアメリカがものすごくよく似ている。
本当のところ、どこまで悪いのか、ということがよくわからない。日銀総裁が講演で、「バブルというのは弾けて初めて認識できる」、「それ以上に　バブル後でも、じつは本当のところ、今現在どうなのかという認識は　必ずしも十分にできていなかった」「バブル崩壊後も　認識できずに　対応が遅れるということが起きる」という経験を言って、「同じようなことが今アメリカで起きている恐れがあるから、十分注意するように」と述べたという話です。
だから　アメリカが「もう大丈夫」と言っても　本当のところはわからない。



日本
これは昨日の記事ですが、「世界の金融システムそのものを安定化させるために、何かやりましょう」ということです。前のG7の首脳会議のときは、「協力しましょう」という気持ちの表現しかしていない。具体的な対策はこれが最初です。
どうするかというと、要するに　IMF債権を発行して、いろんな国に買ってもらって　増強するという話ですね。どこに買ってもらい、どこに貸すか。
日本・欧米が資金を入れ、アイスランド・ハンガリー、ウクライナ、メキシコ＆コロンビアなどに貸すという具体的な話がでてきます。この間言いましたように　中国も買いますから、中国の発言権がこれから非常に増してくる。
麻生提案が１０兆円。「日本が率先してやります」という提案をしたわけです。これは実現されると思います。その時　各国がそれぞれ財政支出を相当やりましょうということになって、それで、日本でも補正予算、その前の今年の予算案がすさまじい金額にあるわけです。
しかしそれが、大丈夫なのかということです。
これは今日の朝日新聞の記事で、補正予算と本予算を加えて１００兆円を超えたというのです。歴史上始まって以来のことです。それの４４兆円は新規に発行する国債です。それだけの借金をして大丈夫なのか。これまでのに加えると、８００兆円。未だかつてない借金額です。
ここで言ってることは　８００兆円の利子が、今は低いからいいけれど、もし１％上がれば、大変なわけです。GDPとの比率は日本の場合は１７０％になっています。「どんな国でも　借金が１３０％を超えたら、その国は破たんする」と　いわれてきました。今　ゼロ金利だから、なんとかなっているけれども、金利が動き出したら、本当にどうしようもなくなるわけです。
今日は　もう一つ大事な話をします。
過去の経験でいうと、むちゃくちゃ国債発行をして、お金をバカバカ作って、それを使ったのが、あの戦争の時代です。戦争をそれでやったんです。ようするに　国債をどんどん発行して、その国債を国民に買わせた。戦争が終わったらそれを返さなきゃいけない。そのとき　何が起きたかというと　国債は　二束三文の価値しかなくなった。



資　　料
もう一つ言いたいのは、今　G7とかＧ２０とか　いろいろな会議をやっている。そういうことはあの世界恐慌の時代もやったんです。
これは朝日新聞の夕刊です。恐慌の時代にどういうことがなされているかという大変面白い記事です。１９３３年大恐慌の真っ最中、６７カ国が集まって、ロンドンで会議を開いた。ジョージ５世が出てきたとか、そういう話が書かれています。そういう大国際会議が　いま　年表に一行も出ていません。いちばん詳しい岩波の年表にも出ていません。歴史の中では　ほとんど紙くずみたいな話になったわけです。
これはその当時の新聞です。
（読売新聞のヨミダスの説明、明治からの新聞がすべて見られる）
これは　第一次大戦の戦争債権の話ですね。世界経済にがんのようにおおいかぶさっていたわけです。
これはさらにそのあとの記事で、世界はどうなるみたいな予測が出たりして、結局、来年ワシントンでやろうみたいなことになるわけですね。「経済会議がめちゃめちゃになるのは当たり前。会議は混乱して　アメリカにみんなが疑惑を持っているとか。意見が合わなくて、経済会議は失望。インフレが確実」。そういう感じで続く
これはその後の記事です。日本の二人の全権大使が東京に帰ってくるときの話で、同じ紙面にヒットラーとムッソリーニ。第２次大戦になりつつある状況です。そういう状況のなかで、各国の意見が合わない。最後は、ブロック経済。ブロック経済が始まるのがこの会議の破たんからです。それが第２次大戦に入っていく流れになるわけです。
よく言われるように　世界恐慌が第２次大戦の時代を開いた。それは　まさにこの会議の流れを見ていると、すごくわかる。
今起きていることは相当部分それに近い状態です。
これが２ヶ月ぐらい前のニューズウィークの記事です。世界貿易戦争はこうしてはじまる。各国が危機を切り抜けるために、ひたいを寄せ合って議論をしているけれども結局この先は、世界貿易戦争が起こる。どうして起こるかというと　各国が自分のところの公的資金を救済のために注ぐわけです。公的資金を注ぐということになれば、日本であれば日本企業を助ける、アメリカも、バイ・アメリカン（Buy American）政策に行かざるを得ないから　世界貿易戦争が始まるというわけです。
もう一つだけ言っておきますと、これは新しいニューズウィーク誌です。
石油の動きをまったく新しい目で見る記事です。これを紹介して今日は終わりにします。
は、
